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【表紙】 
 

【発行登録追補書類番号】 ６-関東１-７ 

【提出書類】 発行登録追補書類 

【提出先】 北陸財務局長 

【提出日】 2025年11月28日 

【会社名】 北陸電力株式会社 

【英訳名】 Hokuriku Electric Power Company 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 社長執行役員 松田 光司 

【本店の所在の場所】 富山市牛島町15番１号 

【電話番号】 076（441）2511（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部財務チーム統括（副部長） 赤井 覚 

【最寄りの連絡場所】 富山市牛島町15番１号 

【電話番号】 076（441）2511（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部財務チーム統括（副部長） 赤井 覚 

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債 

【今回の募集金額】 
 
5,000,000,000円  

【発行登録書の内容】 

提出日 2024年９月24日 

効力発生日 2024年10月２日 

有効期限 2026年10月１日 

発行登録番号 ６-関東１ 

発行予定額又は発行残高の上限（円） 発行予定額 300,000,000,000円 

【これまでの募集実績】 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 募集金額（円） 減額による訂正年月日 減額金額（円） 

６-関東１-１ 2024年10月４日 3,000,000,000円 － － 

６-関東１-２ 2024年12月６日 5,000,000,000円 － － 

６-関東１-３ 2025年４月４日 10,000,000,000円 － － 

６-関東１-４ 2025年５月16日 5,000,000,000円 － － 

６-関東１-５ 2025年７月11日 3,000,000,000円 － － 

６-関東１-６ 2025年８月29日 5,000,000,000円 － － 

実績合計額（円） 
31,000,000,000円 

（31,000,000,000円） 
減額総額（円） なし 

 （注） 実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ

き算出しております。 

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）  269,000,000,000円 

（269,000,000,000円） 

（注） 残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段 

（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づき算出

しております。 

（発行残高の上限を記載した場合） 

該当事項はありません。 

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額） －円 
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【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。 

 

 

【縦覧に供する場所】 北陸電力株式会社 石川支店 

（金沢市下本多町六番丁11番地） 

北陸電力株式会社 福井支店 

（福井市日之出一丁目４番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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第一部【証券情報】 

第１【募集要項】 

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】 

銘柄 北陸電力株式会社 第376回無担保社債（社債間限定同順位特約付） 

記名・無記名の別 － 

券面総額又は振替社債の

総額（円） 

5,000,000,000円 

各社債の金額（円） 10万円 

発行価額の総額（円） 5,000,000,000円 

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円 

利率（％） 年1.70％ 

利払日 毎年６月及び12月の各20日 

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限 

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれをつけ、2026年６月20日を第

１回の利息支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年６月及び12月の各

20日にその日までの前半か年分を支払う。 

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上

げる。 

(3) 半か年に満たない期間につき利息を計算するときは、その半か年の日割をもってこれ

を計算する。 

(4) 償還期日後は利息をつけない。 

２．利息の支払場所 

  別記（注）10．「元利金の支払」記載のとおり。 

償還期限 2030年12月20日 

償還の方法 １．償還価額 

各社債の金額100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元金は、2030年12月20日にその総額を償還する。 

(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄記載の振替機関が別

途定める場合を除き、いつでもこれを行うことができる。 

３．償還元金の支払場所 

  別記（注）10．「元利金の支払」記載のとおり。 

募集の方法 一般募集 

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込証拠金には

利息をつけない。 

申込期間 2025年12月１日から2025年12月18日 

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店 

払込期日 2025年12月19日 

振替機関 株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号 

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。 



3
- 3 - 

 

第一部【証券情報】 

第１【募集要項】 

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】 

銘柄 北陸電力株式会社 第376回無担保社債（社債間限定同順位特約付） 

記名・無記名の別 － 

券面総額又は振替社債の

総額（円） 

5,000,000,000円 

各社債の金額（円） 10万円 

発行価額の総額（円） 5,000,000,000円 

発行価格（円） 各社債の金額100円につき金100円 

利率（％） 年1.70％ 

利払日 毎年６月及び12月の各20日 

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限 

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれをつけ、2026年６月20日を第

１回の利息支払期日としてその日までの分を支払い、その後毎年６月及び12月の各

20日にその日までの前半か年分を支払う。 

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上

げる。 

(3) 半か年に満たない期間につき利息を計算するときは、その半か年の日割をもってこれ

を計算する。 

(4) 償還期日後は利息をつけない。 

２．利息の支払場所 

  別記（注）10．「元利金の支払」記載のとおり。 

償還期限 2030年12月20日 

償還の方法 １．償還価額 

各社債の金額100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元金は、2030年12月20日にその総額を償還する。 

(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機関」欄記載の振替機関が別

途定める場合を除き、いつでもこれを行うことができる。 

３．償還元金の支払場所 

  別記（注）10．「元利金の支払」記載のとおり。 

募集の方法 一般募集 

申込証拠金（円） 各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込証拠金には

利息をつけない。 

申込期間 2025年12月１日から2025年12月18日 

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店 

払込期日 2025年12月19日 

振替機関 株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号 

担保 本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産は

ない。 



4

- 4 - 

 

財務上の特約（担保提供

制限） 

１．担保提供制限 

(1) 当会社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行後、当会社が国内で既に発

行した、または国内で今後発行する他の社債のために担保権を設定する場合には、

本社債にも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。 

(2) 前号に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分でない場合、当会社は本社債

のために担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定する。 

２．担保提供制限の例外 

  当会社が、合併または会社法第２条第29号に定める吸収分割により、担保権の設定され 

  ている吸収合併消滅会社または吸収分割会社が国内で発行した社債を承継する場合は、 

  前項第(1)号は適用されない。 

財務上の特約（その他の

条項） 

１．担保付社債への切換 

(1) 当会社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のために担保付社債信託法に基

づき、社債管理者が適当と認める担保権を設定することができる。 

(2) 当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項または前号により本社債の

ために担保権を設定する場合は、当会社は、直ちに登記その他必要な手続を完了

し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告する。 

(3) 当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項または本項第(1)号により本

社債のために担保権を設定した場合、以後、別記「財務上の特約（担保提供制限）」

欄第１項及び別記（注）４．「社債管理者への通知」第(2)号は適用されない。 

２．担保提供に関する事項 

  別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項または前項第(1)号により本社債のた 

  めに担保権を設定する場合、当会社が国内で既に発行した電気事業法に基づく一般担保 

  が付された社債の社債権者に不利益を与えない範囲に止めるものとする。 

 （注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付 

本社債について、当会社は株式会社格付投資情報センター（以下Ｒ＆Ｉという。）からＡ＋の信用格付を

2025年11月28日付で取得している。 

Ｒ＆Ｉの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおり

に履行される確実性（信用力）に対するＲ＆Ｉの意見である。Ｒ＆Ｉは信用格付によって、個々の債務等の

流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明す

るものではない。Ｒ＆Ｉの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではな

い。また、Ｒ＆Ｉは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、またはその他の意見についての正確性、適

時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。 

Ｒ＆Ｉは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正

確性等について独自に検証しているわけではない。Ｒ＆Ｉは、必要と判断した場合には、信用格付を変更す

ることがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。 

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まった

とＲ＆Ｉが判断した場合、発行体格付または保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。 

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得るこ

とが知られている。 

本社債の申込期間中に本社債に関してＲ＆Ｉが公表する情報へのリンク先は、Ｒ＆Ｉのホームページ 

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の 

「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等 

何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

Ｒ＆Ｉ：電話番号03-6273-7471 

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用 

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下社債等振替法という。）第66条第２号

の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67条第

２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。 

３．期限の利益喪失に関する特約 

当会社は、次の各場合には本社債について期限の利益を失う。ただし、別記「財務上の特約（担保提供制

限）」欄第１項または別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項第(1)号により当会社が本社債のため

に担保付社債信託法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定したときには、本（注）３．第(2)号

に該当しても期限の利益を失わない。 
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(1) 当会社が別記「利息支払の方法」欄第１項第(1)号ないし第(3)号または別記「償還の方法」欄第２項第

(1)号及び第(2)号の規定に違背したとき。 

(2) 当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。 

(3) 当会社が別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項第(2)号、本（注）４．、本（注）５．、本（注）

６．及び本（注）８．に定める規定に違背し、社債管理者の指定する１か月を下回らない期間内にその履

行または補正をしないとき。 

(4) 当会社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、または期限が到来してもその弁済をする

ことができないとき。 

(5) 当会社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、または当会社以外の社債もしくはそ

の他の借入金債務に対して当会社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履

行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合は、こ

の限りではない。 

(6) 当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または取締役会に

おいて解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会へ提出する旨の決議を行ったとき。 

(7) 当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命

令を受けたとき。 

(8) 当会社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受け、または

滞納処分を受けたとき、またはその他の事由により当会社の信用を害損する事実が生じたときで、社債管

理者が本社債の存続を不適当であると認めたとき。 

４．社債管理者への通知 

(1) 当会社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたとき並びに記載事項に変更が生じたとき

は、遅滞なく社債原簿にその旨の記載を行い、書面によりこれを社債管理者に通知する。 

(2) 当会社は、本社債発行後、当会社が国内で既に発行した、または国内で今後発行する他の社債のために担

保権を設定する場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその債務額及び担保物その他必要な事項を

社債管理者に通知する。 

(3) 当会社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知する。ただし、当該書面による通知

については、当会社が有価証券上場規程に定める適時開示を行った旨、または官報もしくは本（注）８．

に定める方法により公告を行った旨を遅滞なく社債管理者に通知する場合は省略することができる。 

①事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。 

②重要な資産の上に担保権を設定するとき。 

③事業の全部もしくは重要な事業の一部を休止または廃止しようとするとき。 

④資本金または準備金の額の減少、組織変更、合併、会社分割、株式交換または株式移転（いずれも会社

法において定義され、または定められるものをいう。）をしようとするとき。 

５．社債管理者の調査権限 

(1) 社債管理者は、社債管理者の権限を行使し、または義務を履行するために必要であると認めたときは、当

会社並びに当会社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する資料または報告書

の提出を請求し、または自らこれらにつき調査することができる。 

(2) 前号の場合で、社債管理者が当会社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うときは、当会社は、こ

れに協力する。 

６．社債管理者への事業概況等の報告 

(1) 当会社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度の決算及び剰余金の配当（会社

法第454条第５項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。当会

社が、会社法第441条第１項の定めに従い一定の日において臨時決算を行った場合も同様とする。ただ

し、当該通知については、当会社が次号に定める書類の提出を行った場合は当該通知を省略することがで

きる。 

(2) 当会社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書、半期報告書、確認書、内部統制報告書、臨

時報告書、訂正報告書及びこれらの添付書類について、金融商品取引法第27条の30の３に基づき電子開示

手続の方法により提出を行う。なお本社債発行後に金融商品取引法（関連法令を含む。）の改正が行われ

た場合、改正後の金融商品取引法に従って開示手続を行うものとする。 

７．債権者の異議手続における社債管理者の権限 

会社法第740条第２項本文の定めは、本社債には適用されず、社債管理者は、会社法第740条第１項に掲げる

債権者の異議手続において、社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることはしない。 

８．公告の方法 

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令または契約に別段の定めがあるものを除き、当会社の
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定款所定の電子公告（ただし、電子公告によることができない事故その他の止むを得ない事由が生じたとき

は、当会社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する各１種以上の新聞紙。重複するも

のがあるときは、これを省略することができる。）または社債管理者が認めるその他の方法によりこれを行

う。また、社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には、社債管理者の定款所定の公告方法により

これを行う。 

９．社債権者集会に関する事項 

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下本種類の社債と総称す

る。）の社債権者集会は当会社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）８．に定める方法によ

り公告する。 

(2) 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。 

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当会社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入し

ない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は社債等振替法第86条第１項及び第３項

に定める書面を社債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面

を当会社または社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができる。 

10．元利金の支払 

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に記載の振替機関の業務規程その他の規則

に従って支払われる。 

11．発行代理人及び支払代理人 

 株式会社みずほ銀行 
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２【社債の引受け及び社債管理の委託】 

（１）【社債の引受け】 

引受人の氏名又は名称 住所 
引受金額 
（円） 

引受けの条件 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 1,450,000,000 
１．引受人は、本社債の

全額につき、連帯し

て引受ならびに募集

の取扱をなし、応募

額がその全額に達し

ない場合には、その

残額を引受ける。 

２．本社債の引受手数料

は、各社債の金額100

円につき金30銭とす

る。 

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 1,000,000,000 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 1,000,000,000 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 1,000,000,000 

三菱ＵＦＪモルガン・ 

スタンレー証券株式会社 
東京都千代田区大手町一丁目９番２号 400,000,000 

今村証券株式会社 石川県金沢市十間町25番地 75,000,000 

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 50,000,000 

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 25,000,000 

計 － 5,000,000,000 － 

（２）【社債管理の委託】 

社債管理者の名称 住所 委託の条件 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 
１．社債管理者は共同して本社債の 

  管理を受託する。 

２．本社債の管理手数料について 

  は、社債管理者に期中において 

  年間500,000円支払うこととし 

  ている。 
株式会社北陸銀行 富山市堤町通り一丁目２番26号 

３【新規発行による手取金の使途】 

（１）【新規発行による手取金の額】 

払込金額の総額（百万円） 発行諸費用の概算額（百万円） 差引手取概算額（百万円） 

5,000 18 4,982 

（２）【手取金の使途】 

 手取概算額4,982百万円は、第102期（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）の設備資金、旧社債の償

還資金、借入金の返済資金及び北陸電力送配電株式会社に対する投融資資金に充当する予定である。 

 

第２【売出要項】 
 該当事項はありません。 
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第３【第三者割当の場合の特記事項】 
 該当事項はありません。 

 

第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】 
 該当事項はありません。 

 

第三部【参照情報】 

第１【参照書類】 
 会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 事業年度 第101期（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）2025年６月26日関東財務局長に提出 

 

２【半期報告書】 
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３【臨時報告書】 
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第２【参照書類の補完情報】 
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 また、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。 

 

(1) 原子力を取り巻く状況について 

 ①志賀原子力発電所の状況 

 当社は、東北地方太平洋沖地震による福島第一原子力発電所の事故を受け、早期に安全強化策を取りまとめ、実施

してきた。引き続き、新規制基準も踏まえた安全性向上施策に関する工事を進めており、２号機については新規制基
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 また、新規制基準への適合性確認審査の場では、これまで敷地内断層の審査が中心に行われてきたが、2023年３

月、敷地内断層は活断層ではないとする当社の評価が認められた。今後も、敷地周辺の断層や地震動、津波などの審

査が継続するが、引き続き、先行他社の審査状況及び令和６年能登半島地震による新たな知見を踏まえて新規制基準

等に的確に対応し、世界最高水準の安全性を目指していくとともに、安全対策や適合性確認審査の内容を地域の皆さ

まに適時的確にご説明し、ご理解いただけるよう最大限努力していく。 

 なお、新規制基準への適合性確認審査の進捗や原子力政策・規制の見直し等によって、原子力発電所の停止が長期

化する場合や稼働率が低下する場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 

 ②原子力バックエンド事業 

 原子力バックエンド事業については、使用済燃料の再処理・放射性廃棄物の処分・原子力施設の廃止措置等に多額

の資金と長期にわたる事業期間が必要であり、事業に必要な費用については、国の制度措置等に基づき費用計上・拠

出している。 

 具体的には、使用済燃料の再処理及び放射性廃棄物の処分に係る費用については、法令に基づき事業を実施する各
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機構から通知される拠出金単価を基に、原子力発電所の運転に伴い発生する使用済燃料や特定放射性廃棄物の量に応

じた金額を拠出している。 

 また、原子力施設の廃止措置に係る費用については、廃炉に要する資金の確保・管理・支弁を行う使用済燃料再処

理・廃炉推進機構から通知される拠出金額を当機構に拠出している。 

 これらの制度措置等により事業者のリスクは低減されているものの、今後の制度の見直しや将来費用の見積額の変

更等がある場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 

(2) 電気事業に関わる制度の変更等について 

 電力システム改革については、小売全面自由化や送配電部門の法的分離が実施された。市場取引については、非化

石価値取引市場、ベースロード市場、容量市場、需給調整市場での取引が開始されており、2023年度には長期脱炭素

電源オークションの取引が開始されている。 

 2025年２月には「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、新たに2035年度及び2040年度の温室効果ガス排出削減目

標が示された。 

 また、同月閣議決定された「第７次エネルギー基本計画」と紐づく「2040年度のエネルギー需給見通し」では、温

室効果ガス排出削減目標と整合する形で、再生可能エネルギーは４～５割、原子力は２割、火力は３～４割程度とす

る電源構成が示された。 

 「第７次エネルギー基本計画」では、今後、ＤＸやＧＸなどの進展により電力需要が増加に転じることが見込まれ

る中、安定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーは主力電源として最大限導入するとともに、原子

力は再生可能エネルギーと並び最大限活用していく方針が今回示され、また、火力は安定供給等に重要な役割を担っ

ている電源であり、火力全体で安定供給に必要な発電容量（ｋＷ）を維持・確保しつつ、非効率な石炭火力を中心に

発電量（ｋＷｈ）を減らしていくことが示された。 

 2023年５月に成立した「ＧＸ推進法」では、将来的なカーボンプライシングの導入が示されており、2025年５月に

成立した「改正ＧＸ推進法」において、ＣＯ２排出量が一定規模以上の事業者は、排出量取引制度への参加と、排出

量と同量の排出枠の償却が義務付けられ、政府指針に基づき事業者毎に割り当てられた排出枠が排出量と比べて不足

する場合には、排出枠を調達する必要がある。 

 このような当社事業に関連する制度の変更や脱炭素社会の実現に向けた環境規制強化などにより、当社グループの

業績は影響を受ける可能性がある。 

 当社グループとしては「低廉で良質なエネルギーを安定的にお届けする」という社会的使命に変わりはなく、お客

さまをはじめステークホルダーの皆さまの視点に立ち、安定供給や更なる経営効率化に不断の努力で取り組むととも

に、2021年４月に策定・公表した2050年カーボンニュートラル達成に向けたロードマップに基づき、電源の脱炭素化

及びお客さまや地域のゼロエミッション支援などに取り組んでいく。 

 

(3) 経済状況や天候等による販売電力量等の変動について 

 販売電力量は、経済活動や天候（特に気温）の状況、電力市場における競争状況、企業の海外移転などによる産業

空洞化、感染症の流行などによって変動することから、営業収益の増減により当社グループの業績は影響を受ける可

能性がある。 

 また、年間の降雨降雪量の変動により水力発電所の発電量が増減し、火力燃料費等が変動することから、当社グ

ループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 

(4) 燃料価格、卸電力市場価格の変動等について 

 火力燃料は、石炭、原・重油、ＬＮＧであり、需給状況や外国為替相場の動向により、火力燃料価格が急激に変動

した場合や、調達地域での操業トラブルや政治情勢の変動等により、燃料が円滑に調達できない場合、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性がある。 

 なお、燃料価格の変動については、価格変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」によって一定の調整が図

られるが、特定小売供給約款の適用を受ける契約には燃料費調整単価に上限が設けられている。 

 また、当社グループは、卸電力取引所を通じ、供給余力を活用した販売や不足時の調達を行っているが、需給状況

や燃料価格の動向により、卸電力取引所の市場価格が変動した場合、販売収入や調達費用が増減し、当社グループの

業績は影響を受ける可能性がある。 

 なお、卸電力取引所の市場価格の変動については、高圧・特別高圧の契約を対象に価格変動を電気料金に反映させ

る市場価格調整単価を導入し、業績の変動幅を抑制している。 

 また、燃料・卸電力市場価格動向や自社の需給状況を評価し、燃料・電力デリバティブ取引の活用や販売ポート

フォリオの最適化などにより、最大限、収支変動リスクの抑制を図っていく。 

 

  



9

- 9 - 
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更等がある場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 
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 火力燃料は、石炭、原・重油、ＬＮＧであり、需給状況や外国為替相場の動向により、火力燃料価格が急激に変動

した場合や、調達地域での操業トラブルや政治情勢の変動等により、燃料が円滑に調達できない場合、当社グループ

の業績は影響を受ける可能性がある。 
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(5) 金利・物価等の動向について 

 当社グループの有利子負債残高は、当連結会計年度末で１兆1,491億円であり、市場金利や格付の低下等に伴う調

達金利の上昇により、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 ただし、有利子負債の殆どは中長期的に利率が確定している社債や長期借入金で構成されていることから、金利上

昇による業績への影響は限定的と考えられる。 

 また、企業年金資産等の一部は、株価・金利等の変動により時価が変動することから、当社グループの業績は影響

を受ける可能性がある。 

 資機材の調達において、物価・人件費等が変動した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 なお、競争発注の拡大やまとめ発注など調達方法の工夫により、資機材調達価格の低減を図っていく。 

 

(6) 自然災害・操業トラブルについて 

 当社グループは、電力供給設備を中心に、多くの設備を保有しており、その保守・保全には万全を期しているが、

当社グループの設備及び当社グループが受電している他社の設備において地震・台風等の大規模な自然災害や操業ト

ラブルが発生した場合、修繕費用や代替電源の調達費用の増加等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性

がある。 

 なお、自然災害については、令和６年能登半島地震を踏まえ、被災した設備の早期本格復旧に加え、災害対応力の

更なる強化を図っていく。 

 また、操業トラブルについては、適正な設備点検補修を実施するとともに、ＡＩ・ＩｏＴ技術等を活用し、トラブ

ルの未然防止及び早期発見・早期復旧に繋がる対策の強化に努めている。 

 

(7) 電気事業以外の事業について 

 当社グループは、これまでカーボンニュートラルに係る事業・サービスや海外事業などを展開している。また、

2023年４月に公表した新中期経営計画においても「地域と一体となった脱炭素化の推進」「持続的成長に向けた新事

業領域の拡大」を掲げており、電気事業の枠を超えた事業領域の開拓を進め、挑戦し続けていく。 

 これらの事業については、その将来性や収益性を十分勘案して取り組んでいるが、他業者との競合進展等の市場環

境の変化や、国際情勢などにより、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 

(8) 企業倫理の遵守等について 

 企業倫理に反した行為やサイバー攻撃による被害が発生した場合、当社グループへの社会的信用の低下や対応に要

する費用の増加等により、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。 

 当社グループは、コンプライアンスの徹底を経営方針に掲げ、「行動規範」や「個人情報保護規程」の制定・遵守

に加え、コンプライアンス研修を充実するなど、企業倫理を遵守した業務運営を定着させるための取組みに努めてい

るとともに、サイバー攻撃の早期発見・早期復旧するための体制構築など、情報セキュリティ対策の強化に努めてい

る。 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 

北陸電力株式会社 本店 

（富山市牛島町15番１号） 

北陸電力株式会社 石川支店 

（金沢市下本多町六番丁11番地） 

北陸電力株式会社 福井支店 

（福井市日之出一丁目４番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

第四部【保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

  

会社名 北陸電力株式会社 

代表者の役職氏名 代表取締役社長 社長執行役員 松田 光司 

  

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

  

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

  

３ 電気事業法により優先弁済を受ける権利を保証されている社債（北陸電力株式会社 第369回社債（一般担保付））

を既に発行しております。 
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１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

  

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

  

３ 電気事業法により優先弁済を受ける権利を保証されている社債（北陸電力株式会社 第369回社債（一般担保付））

を既に発行しております。 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 
 

１．事業内容の概要 
当社グループは、当社及び関係会社 61社（子会社 40社、関連会社 21社）(2025年３月 31日時点)で構成されてい

る。 

当社はその中心として、主に北陸三県［富山県、石川県、福井県（一部を除く）］と岐阜県の一部に電気を供給す

ることを主たる事業としている。 

当社の関係会社には、発電事業を行い主に当社へ供給している会社をはじめ、北陸域内における一般送配電事業を

営んでいる会社、主に電力の供給に必要な設備の建設・補修や資機材の製造を行っている会社、当社が保有する技術

等を活用して情報・通信事業を営んでいる会社、更に、当社の事業運営に付随するサービス業務等に携わっている会

社がある。 

 

（発電・販売事業） 

当社 

子会社 ：日本海発電(株)、(株)加賀ふるさとでんき 

関連会社：黒部川電力(株)、富山共同自家発電(株)、(株)なんとエナジー、 

     氷見ふるさとエネルギー(株)、入善マリンウィンド（同）、仙台港バイオマスパワー(同)、 

     越前吉野瀬川水力（同） 

（送配電事業） 

子会社 ：北陸電力送配電(株) 

（その他） 

○ 設備保守及び建設工事 

（発電・送電・配電・業務設備等の保守・運営・管理、電力設備等の保守及び建設工事の受託・請負） 

子会社 ：北陸プラントサービス(株)、日本海建興(株)、北電テクノサービス(株)、北陸電気工事(株)、 

     (株)日建、(株)スカルト、(株)蒲原設備工業、中山建設(株)、セブンプライド(株)  

関連会社：(株)大山ファースト 

○ 資機材等の製造・販売 

（コンクリート製品・電力量計・開閉器・変圧器等電力関連資機材・ブラックペレット等の製造・販売） 

子会社 ：日本海コンクリート工業(株) 

関連会社：北陸計器工業(株)、北陸電機製造(株)、北陸エナジス(株)、 

     National Carbon Technologies-California,LLC（注１） 

○ 情報・通信事業 

（専用通信回線サービス、データ伝送回線サービス、ソフトウェアの開発、データセンター事業、 

有線テレビ放送サービス） 

子会社 ：北陸通信ネットワーク(株)、(株)パワー・アンド・ＩＴ、北電情報システムサービス(株)、 

     (株)江守情報マネジメント、(株)江守情報コーポレーション、(株)江守情報、 

     日本ケミカルデータベース(株)、(株)イー・アイ・エル、(株)アイティーエス、 

     (株)ブレイン、(株)アクセンディ（注２） 

関連会社：(株)ケーブルテレビ富山 

○ エネルギー、事業投資、不動産管理、海外電気事業等 

（エネルギー、事業投資、不動産管理、エネルギーソリューション、環境調査、土木・建築工事の調査・設計、 

 家庭向け営業業務、シェアードサービス、オフィスサポート業務、農産物の生産など） 

子会社 ：北陸エルネス(株)、北陸電力ビジネス・インベストメント(同)、北電産業(株)、 

     北電産業小松ビル(同)、ホッコー商事(株)、北陸電力ビズ・エナジーソリューション(株)、 

     日本海環境サービス(株)、北電技術コンサルタント(株)、(株)北陸電力リビングサービス、 

     北電パートナーサービス(株)、北陸電力ウィズスマイル(株)、(株)フレデリッシュ、 

     Hokuriku International Investment,Inc.（注３） 

     Blue・Sky(株)、(株)ジェスコ、PT AWINA RIKUDENKO SOLAR ENGINEERING INDONESIA 

     関連会社：金沢エナジー(株)、福井都市ガス(株)、F3 Holding company B.V.、F3 O&M Company Ltd、 

          Formosa Seagull Power Investment Co., Ltd.、北配電業(株)、福電興業(株)、 

          Sun-eee Pte. Ltd. 

(注)１．2024 年５月 31 日に National Carbon Technologies-California,LLC に出資し、関係会社とした。 

    2024 年 11 月 30 日に Hokuriku International Investment,Inc.に持分を譲渡した。 

  ２．当社子会社の(株)ブレインが 2024 年 11 月 29 日に(株)アクセンディの株式を取得し、連結子会社 

    とした。2025 年４月 1日に(株)ブレインが(株)アクセンディを吸収合併した。 

  ３．2024 年 10 月 21 日に Hokuriku International Investment,Inc.を設立し、子会社とした。 
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２．主要な経営指標等の推移 

(1)連結経営指標等 

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期 

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 

売上高（営業収益） 百万円 639,445 613,756 817,601 808,238 858,275 

経常利益又は経常損失
（△） 

〃 12,354 △17,641 △93,737 107,931 91,363 

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△） 

〃 6,834 △6,762 △88,446 56,811 65,148 

包括利益 〃 19,145 △8,624 △90,861 75,803 78,139 

純資産額 〃 355,740 343,280 252,285 327,453 400,847 

総資産額 〃 1,595,626 1,660,038 1,805,318 1,855,435 1,859,830 

１株当たり純資産額 円 1,622.02 1,556.34 1,118.51 1,474.99 1,822.98 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
（△） 

〃 32.73 △32.39 △423.69 272.16 311.98 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 21.2 19.6 12.9 16.6 20.5 

自己資本利益率 〃 2.1 △2.0 △31.7 21.0 18.9 

株価収益率 倍 23.13 － － 2.95 2.67 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

百万円 56,639 30,950 △97,045 223,328 152,289 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △84,913 △111,044 △88,845 △69,472 △234,065 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △3,300 52,785 245,752 △93,732 △48,867 

現金及び現金同等物の期末
残高 

〃 132,310 105,002 164,863 225,014 94,372 

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

人 
8,326 

[1,122] 
8,593 

[1,093] 
8,565 

[1,058] 
8,541 

[1,061] 
8,162 

[1,450] 

（注）１．改正電気事業会計規則を第 98 期の期首から適用しており、第 97 期において売上高（営業収益）に含まれて

いた再エネ特措法賦課金及び再エネ特措法交付金について、営業費用から控除する処理に変更している。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 98 期の期首から適用し

ており、第 98 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

いる。 

３．第 97 期、第 100 期及び第 101 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。第 98 期及び第 99 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４．第 98 期及び第 99 期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失のため、記載していない。 

５．従業員については、第 101 期より、業務内容等を考慮し、従業員数及び平均臨時雇用人員の区分について見

直しを行っている。 

６．第 99 期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第 98 期の関連する主要な経営指

標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金

額を記載している。 
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２．主要な経営指標等の推移 

(1)連結経営指標等 

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期 

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 

売上高（営業収益） 百万円 639,445 613,756 817,601 808,238 858,275 

経常利益又は経常損失
（△） 

〃 12,354 △17,641 △93,737 107,931 91,363 

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△） 

〃 6,834 △6,762 △88,446 56,811 65,148 

包括利益 〃 19,145 △8,624 △90,861 75,803 78,139 

純資産額 〃 355,740 343,280 252,285 327,453 400,847 

総資産額 〃 1,595,626 1,660,038 1,805,318 1,855,435 1,859,830 

１株当たり純資産額 円 1,622.02 1,556.34 1,118.51 1,474.99 1,822.98 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
（△） 

〃 32.73 △32.39 △423.69 272.16 311.98 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 21.2 19.6 12.9 16.6 20.5 

自己資本利益率 〃 2.1 △2.0 △31.7 21.0 18.9 

株価収益率 倍 23.13 － － 2.95 2.67 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

百万円 56,639 30,950 △97,045 223,328 152,289 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △84,913 △111,044 △88,845 △69,472 △234,065 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △3,300 52,785 245,752 △93,732 △48,867 

現金及び現金同等物の期末
残高 

〃 132,310 105,002 164,863 225,014 94,372 

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

人 
8,326 

[1,122] 
8,593 

[1,093] 
8,565 

[1,058] 
8,541 

[1,061] 
8,162 

[1,450] 

（注）１．改正電気事業会計規則を第 98 期の期首から適用しており、第 97 期において売上高（営業収益）に含まれて

いた再エネ特措法賦課金及び再エネ特措法交付金について、営業費用から控除する処理に変更している。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 98 期の期首から適用し

ており、第 98 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

いる。 

３．第 97 期、第 100 期及び第 101 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため、記載していない。第 98 期及び第 99 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４．第 98 期及び第 99 期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失のため、記載していない。 

５．従業員については、第 101 期より、業務内容等を考慮し、従業員数及び平均臨時雇用人員の区分について見

直しを行っている。 

６．第 99 期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第 98 期の関連する主要な経営指

標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金

額を記載している。 
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(2)提出会社の経営指標等 

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期 

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 

売上高（営業収益） 百万円 577,106 554,565 756,346 738,836 773,641 

経常利益又は 
経常損失（△） 

〃 △8,371 △31,739 △92,916 79,893 60,309 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

〃 △5,094 △12,828 △81,942 47,993 43,503 

資本金 〃 117,641 117,641 117,641 117,641 117,641 

発行済株式総数 千株 210,334 210,334 210,334 210,334 210,334 

純資産額 百万円 284,130 266,684 182,109 242,102 286,182 

総資産額 〃 1,506,958 1,564,187 1,716,651 1,721,709 1,707,327 

１株当たり純資産額 円 1,360.99 1,277.46 872.36 1,159.78 1,370.24 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額） 

〃 
15.00 
(5.00)

10.00 
(7.50) 

           － 
(－) 

7.50 
(－) 

20.00 
(7.50) 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純損失 
（△） 

〃 △24.40 △61.45 △392.52 229.91 208.32 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 18.9 17.0 10.6 14.1 16.8 

自己資本利益率 〃 △1.8 △4.7 △36.5 22.6 16.5 

株価収益率 倍 － － － 3.50 4.00 

配当性向 ％ － － － 3.3 9.6 

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

人 
2,801 
[317] 

2,761 
[314] 

2,700 
[305] 

2,601 
[306] 

2,352 
[502] 

株主総利回り 
（比較指標：ＴＯＰＩＸ 
（配当込み）） 

％ 
％ 

102.0 
(142.1)

73.4 
(145.0) 

81.6 
(153.4) 

110.5 
(216.8) 

117.1 
(213.4) 

最高株価 円 823 756 626 931.6 1,189.5 

最低株価 円 648 526 433 596 769 

（注）１．改正電気事業会計規則を第 98 期の期首から適用しており、第 97 期において売上高（営業収益）に含まれて

いた再エネ特措法賦課金及び再エネ特措法交付金について、営業費用から控除する処理に変更している。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 98 期の期首から適用し

ており、第 98 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって

いる。 

３．第 100 期及び第 101 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記

載していない。第 97 期、第 98 期及び第 99 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４．第 97 期、第 98 期及び第 99 期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失のため、記載していな

い。 

５．従業員については、第 101 期より、業務内容等を考慮し、従業員数及び平均臨時雇用人員の区分について見

直しを行っている。 

６．平均臨時雇用人員については、連結経営指標等に記載しているため、提出会社についても併せて記載してい

る。 

７．最高株価及び最低株価は、2022 年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
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